	実施年度

平成　　年度

継続事業

の場合

開始年度

平成　　年度

最終予定年度

平成　　年度

有機農業総合支援対策　（地域有機農業施設整備事業）　実施計画書

事業実施主体名：
都道府県名：
関係市町村名：



（別紙様式第１号－Ｆ）

第１　事業計画総括表

　１　事業計画総括表（全体計画）
	都道府県
及び関係

市町村名
	実施期間
	事業実施

主体名
	対象作目等名（作物名）
	受　益
	事　業　内　容
	事　業　量

（設置面積、規模・処理能力等）
	全　体

事業費
	補助金額
	自己資金
	その他
	備考

	
	
	
	
	戸数
	面積、出荷量、処理量等
	
	
	
	
	
	
	

	○○県

○○市

○○町

	
	○○○
	
	戸

	ha,t

	
	
	千円

	千円

	千円
	千円

	

	計
	
	
	
	
	


（注）１　「対象作目等名（作物名）」の欄については、水稲、麦・大豆、資料作物、その他の土地利用型作物（作物名）、野菜、果樹、茶、その他（作物名）の別に記載する。

　　　　　　２　「事業内容」の欄については、実施要領第３に掲げる事業の内容を記載する。

　　　　　　３　「計」の「備考」欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「除税額○○○円、うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載する。

　　　　　　４　記載欄については、適宜拡張して必要事項を記載する。ページ数の増も可とする。（以下同じ。）

　
２　事業計画総括表（当該年度）
	実施

年度
	事業内容
	前年度まで
	当　該　年　度
	翌年度以降
	備考

	
	
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	補助金額
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	補助金額
	自己資金
	その他
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	補助金額
	

	
	
	
	千円
	千円
	
	千円
	千円
	千円
	千円
	
	千円
	千円
	

	
	計
	
	
	計
	
	
	
	
	計
	
	
	


（注）１　「事業内容」の欄については、実施要領第３に掲げる事業の内容を記載する。

　　　　　　２　「計」の「備考」欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「除税額○○○円、うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載する。

　　　　　　３　記載欄については、適宜拡張して必要事項を記載する。ページ数の増も可とする。（以下同じ。）

第２　事業実施対象地区の状況

　１　地区の立地条件（自然的条件（気象・土壌等）、社会的・経済的条件）
	


　２　地区の農業の状況

	地区名

（関係市町村、集落等）


	販　売

農家数

（戸）
	農地面積（ha）
	家畜の

飼養頭数

（頭羽数）
	農産物の

販売額

（百万円）
	農作物の作付面積（ｈａ）
	備考


	
	
	水田
	畑
	樹園地
	
	
	水稲
	麦・

大豆
	飼料

作物

	その他土地

利用型作物

（そば等）
	野菜
	果樹
	茶
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち有機農業（平成○年度）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　（注） 上表において、「有機農業」は、①有機ＪＡＳの認証を受けているもの、②有機ＪＡＳと同等の取組、③特別栽培農産物の表示に係るガイドラインにおいて栽培期間中節減対象となる化学合成農薬・化学肥料不使用に該当する取組とする。「うち有機農業（平成○年度）」の欄には、これら①から③までの取組のうち応募者の把握している取組に係るデータを記載するとともに、「備考」欄には、どの取組に係るデータであるかを記載する。

第３　事業の内容
１　規模決定基礎等

（１）規模決定基礎

	


（注）実施要領第３の４に掲げる「技術支援施設（建物及び附帯施設を含む。）」、「種苗生産用施設」、「種苗貯蔵施設」、「種苗調製・出荷用施設」又は「土壌診断施設」のうち、本事業で整備しようとする施設について、それぞれ規模決定（導入する施設の規模、処理能力等）をした計算過程をその根拠となる栽培面積、生産量、処理量、受入人数、利用計画、既存の機械・施設の能力等の具体的な数値を用いて記載する。

　

（２）施設の導入予定場所等

	施　設　名


	導入予定場所

	面積

	土地の所有者

	借地等の場合
	備　　考


	
	
	
	
	貸借等の手続
（了・未了）
	貸借等の終了予定年月日
	

	
	（市町村）　　　（番地）

	（㎡）

	
	
	
	


２　施設・装置の整備状況及び利用計画等

（１）既存施設の整備及び利用状況

	実施

年度

	整備事業等名

	事業実施

主体名

	受益

農家

戸数
	受益面積（ha、ｔ）

	規模
・

能力
	仕　様

	事業費

	利用の状況に関する説明

	
	
	
	
	
	
	
	
	利用率
（平成○年、％）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　本表は、整備しようとする施設・装置と同様の目的を有し、当該施設・装置の受益農家等が利用可能な施設・機械が既に整備されている場合に作成する。

　　　　　　２　「整備事業等名」の欄には、既存施設の整備に係る事業名等を記載する。

　　　　　　３　「利用率」の欄には計画時の目標の処理量に対する現況の処理量の割合で表す。（利用率＝実際の使用÷計画目標）
　　　　　　４　「利用の状況に関する説明」の欄には、既存の施設がありながら新設の施設を導入する理由を簡潔に記載する。

　　　　　　５　既存施設と本事業で整備する施設・装置の関係について概念図を添付する。

（２）本事業で整備する施設・装置の利用計画

	施設・装置名
	利用日数

（目標：平成○年）
	月別利用計画　（予定）
	年間の受入人数、診断点数、供給量

（目標：平成○年）
	利用率
（目標：

平成○年）
	備　考


	
	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	
	
	

	
	日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	％

	


　
（参考）有機種苗の供給計画
	供給予定の
作目名
(予定)
	供給予定の
品種・系統
等の名称
（予定）
	供給予定数量

（年間）
（予定）
	増殖・出荷予定品種に育成者権・専用利用権等を有する者が存在する場合
	種苗業者の届出の有無（予定）

	備　考


	
	
	
	育成者権・専用利用権等を有する者の氏名・名称及び育成者権の存続期間満了日
	育成者権・専用利用権等を有する者からの増殖・出荷に関する許諾の状況
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１　本表は、有機農業用の種苗の供給に係る施設を整備する場合に記載する。

２　本表の作成に当たっては必ず種苗法(平成１０年法律第８３号)等関係法令を遵守すること。

（３）本事業で整備する施設の貸付け及び管理の委託

　　①　施設の貸付け
	対象の施設・装置名
	受益農家戸数
	貸付対象
	貸付期間

	
	
	例

○○運営組合
	例

年間を通じて貸付け


　　②　施設の管理の委託

	委託先
	委託の内容

	
	例

通常の保管場所

整備点検の実施者


　（注）本表は、本事業で整備する施設・装置の応募者以外の者への貸付け又は管理の委託を行う計画がある場合に記載する。
３　施設の施行方法及び施工業者の選定方法の計画

	施　設　の　名　称
	

	施　行　方　法
	

	
	代行施行業者選定方法
	

	
	代行施行候補業者名
	

	施行業者選定方法
	

	入札（競争見積）による場合
	指名業者選定の考え方
	

	
	指名候補業者名
	

	
	入札立会予定者
	

	随意契約による場合
	随意契約を選択する理由
	

	
	価格の適正性の判断基準
	

	
	候補業者名
	


（注）１　本表は整備する施設ごとに作成する。また、工種ごと（土木工事、建築工事、製造請負工事等）で施行方法が違う場合は、工種ごとに区分して作成する。

　　　　　　２　「施行方法」欄は、「直営施行」、「請負施行」、「委託施行」、「系統施行」のいずれかを記載する。

　　　　　　　　なお、代行施行の場合は次のとおりとする。

　　　　　　（１）「代行施行業者選定方法」欄は、「一般競争入札」、「指名競争入札」、「随意契約」のいずれかを記載する。

　　　　　　（２）「代行施行候補業者名」欄は、本事業の申請時点における競争候補業者名を全て記載する。

　　　　　　３　「施行業者選定方法」欄は、「一般競争入札」、「指名競争入札」、「系統施行における競争見積」、「随意契約」のいずれかを記載する。
　　　　　　４　「指名業者選定の考え方」欄は、「指名競争入札」又は「系統施行による競争見積」を予定する場合に、どのような基準及び条件によって業者を指名するのか、その考え方を記載する。
　　　　５　「指名候補業者」欄は、本事業の申請時点における指名候補業者名をすべて記載する。

　　　　　　６　「入札立会予定者」欄は、行政機関（都道府県及び市町村）から入札への立会いが予定されている場合に入札立会予定者の所属及び役職名を記載する。

　　　　　　７　「随意契約を選択する理由」欄は、随意契約を選択する合理的な理由を記載する。

　　　　　　８　「価格の適正性の判断基準」欄は、随意契約価格が適正であることをどのように判断するのかを記載する。

　　　　　　９　「候補業者名」欄は、本事業の申請時点における候補業者名を記載する。

４　各種制度資金の利用計画

　　ア　農業近代化資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借入資金額（予定）　　　　　　　　　　　　　千円

　　イ　農林漁業金融公庫資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借入資金額（予定）　　　　　　　　　　　　　千円

　　ウ　その他資金名（具体的な資金　　　　　　　　　　　）　　　　借入資金額（予定）　　　　　　　　　　　　　千円

　　　（注）本事業で施設を整備するため、上記の資金を利用する予定がある場合に記載する。
第５　添付資料
１　事業実施地区の位置図

２　施設等の配置図、平面図、事業費の積算（概略設計）、見積書（２社以上）、導入機械施設のカタログ

　　（見積書等を取得することが困難な場合は、応募者作成の概算資料に代えることができることとする。）

３　施設の運営規程（様式任意、別紙参照）
４　施設の耐用年数期間の収支計画（様式任意）
５　既存施設と本事業で整備しようとする施設の関係を表す概念図（既存施設がある場合に提出すること。様式任意）

６　応募者の定款、寄附行為、規約、会計処理規程、財務諸表（最新のもの）又は案の写し

７　過去の農林水産省等の国庫補助事業の取組実績に関する資料（様式任意）
８　本実施計画書の記述内容を補完する資料、関係資料（様式任意、提出可能なもので可。）
PAGE  

